
1. 最近の働き方の特徴 

●週当たり労働時間の長さは 1980 年代から変わっていない（第 1 回事務局資料のとおり）が・・・ 

 →時短政策を推進してから 30 年が経過。 

 →一日当たりの労働時間が増加しているのが現代の特徴。2011 年時点で 10 時間以上働くフルタイム労働者は男性 44%、女性 19% 

 →働く時間帯（より朝早く、より夜遅く）の 24 時間化。睡眠時間は趨勢的に低下傾向（睡眠時間は OECD 諸国中、下から 2 番目の短さ）。 

●これから深刻化しうる問題（介護） 

 →2011 年時点で家族の介護をしている正社員は 50 歳台男性 8%、女性 14%超。2025 年には団塊の世代が 75 歳以上となる。 

 →男性の約半数が一日 2 時間以上残業をする現在の働き方は、サステイナブル（持続可能）か？ 

●労働者と消費者 

 →消費重視の社会は国民の選択？ 長時間労働だから 24 時間の消費社会を望むという側面も。 

 →例）長時間労働社会➡対応した保育所の整備の必要性➡保育士の負担増➡保育士の減少➡待機児童の増加 

平日一日当たり 10 時間以上働くフルタイム労働者の割合（％） 

 

出所：Kuroda (2010)をアップデートしたもの 備考：仕事の合間の休憩や食事時間等は除いた値 

データ：統計局『社会生活基本調査』の個票データ 
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出所：黒田(2014) 

データ：統計局『社会生活基本調査』の個票データ 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

30歳台 40歳台 50歳台 30歳台 40歳台 50歳台

1996年

2011年

%

男性 女性

資料１ 



2. 日本人は働くのが好きなのか？ 

●実労働時間だけでなく、希望労働時間も他の国より長い 

 →所定外労働発生の理由として「納得できるまで仕上げたい」という回答が比較的多い（第 2 回事務局資料）こととも関係 

→労働者が合理的に適正な労働時間を決定しているとすれば、労働時間規制はその意思決定を歪めることになる、との考え方も 

●希望労働時間が長いのはなぜか？（※職場の環境が関係） 

 →日独米のホワイトカラー労働者を対象に、希望労働時間の規定要因を分析 

 →個々人の希望が需要側の制約に全く影響を受けていないとしたら、職場の評価基準や職場の対顧客姿勢は希望労働時間に対して統計的に

有意な影響は与えないはず 

→職場の評価基準「B：高い成果をあげるために働く時間を惜しまない」と答えた人は、希望労働時間が週当たりにして 1.61 時間長い 

→顧客に対する姿勢「A：無理をしてでも職場内で調整し、顧客からの要求に応える」と答えた人は、希望労働時間が 0.87 時間長い 

●「自発的長時間労働」と「非自発的長時間労働」は、識別が困難 

 

週当たり労働時間と希望労働時間の国際比較 

 

出所：山本・黒田(2014) 第 5 章、表 5-2 

データ：経済産業省経済産業研究所『仕事と生活の調査に関する国際比較調査』個票データ 

備考：( )内は標準偏差。対象は、フルタイムで働くホワイトカラー労働者。 

 

週当たり労働時間と希望労働時間の国際比較 

 

出所：山本・黒田(2014) 第 5 章、表 5-7 を元に作成 

データ：経済産業省経済産業研究所『仕事と生活の調査に関する国際比較調査』個票データ 

備考：( )内は標準偏差。対象は、フルタイムで働くホワイトカラー労働者。 

「職場の評価基準」：「A：一定の時間の中で可能な限り高い成果をあげる」、「B：高い成果をあげるため

に働く時間を惜しまない」のうち、現在の職場は Aに近い場合と回答した労働者 

「顧客に対する姿勢」：顧客から急な要求があった場合の対応は「A：無理をしてでも職場内で調整し、

顧客からの要求に応える」、「B：職場の状況をふまえて、対応可能なスケジュール

を顧客に伝える」のうち、現在の職場は Aに近い場合と回答した労働者 

 

マッチデータ

日本 イギリス ドイツ 日本

職場の評価基準 -1.6109** -1.4347 -1.2605 -1.4131**

(0.186) (0.906) (0.804) (0.207)

顧客に対する姿勢 0.8694** 0.5960 1.2610+ 0.7520**

(0.199) (0.809) (0.764) (0.221)

勤め先の平均労働時間 0.0665**

(0.021)

従業員データ



3. 実労働時間は職場環境にどの程度影響を受けるのか？ 

●実労働時間は、職場環境の影響をうけやすい 

 →「納得できるまで仕上げたい」「好きなだけ働きたい」から長時間労働しているのであれば、労働供給行動は環境に影響を受けないはず 

→欧州赴任後の日本人ホワイトカラー労働者：労働時間を大幅に削減、有給休暇の取得日数は大幅増 

→仕事の内容や量の変化や職務権限の変化等を考慮したとしても、労働時間の削減、有休の増加は統計的に確認できる：「ピア効果」 

→非効率な長時間労働：（試算）週当たり 2.3 時間程度。生産性を維持したまま、月間 10 時間近く労働時間の短縮が可能。 

→根回しの人数：日本人は欧州赴任前平均 4.34 人、赴任後 2.76 人、現地採用スタッフはイギリス法人が 1.93 人、ドイツ法人が 1.76 人 

●ヒヤリングで聞かれたこと 

 →「日本人は『効率的に非効率な働き方をする』」 ➡ 働き方を変えたくても、一人の力では難しい 

●個々人や個別企業の合理的な行動は、他者への「外部性」を通じて、「市場の失敗」（非効率な長時間労働）につながっている可能性も 

 

日本人ホワイトカラー労働者の欧州転勤前後の労働時間の変化 

 

出所：山本・黒田(2014) 第 6 章の図 6-1 

データ：科研費特別推進研究「世代間問題の経済分析」『日系グローバル企業転勤者調査』個票データ 
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出所：山本・黒田(2014) 第 6 章の図 6-1 

データ：科研費特別推進研究「世代間問題の経済分析」『日系グローバル企業転勤者調査』個票データ 
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4. 労働時間と生産性との関係：「長時間労働の是正＝総生産量の低下」？ 

●時間当たりの労働生産性 

 →アメリカを 100 とすると日本は 60 程度 

→1970 年代以降、時短が実現したフランスやドイツは 1990 年代にアメリカを超える時間当たり生産性を実現 

●長時間労働と生産性との関係 

 →イギリスの軍需工場のデータを利用した Pencavel(2014)の研究：週当たり労働時間が 50 時間を超えると、限界生産性が大幅に低下。休日

出勤の翌日は、限界生産性の低下が更に早くなる（図は、推計結果を基にシミュレーションしたもの） 

 →限界生産性がゼロを下回らない限り、総生産性は増加。ただし、追加で 1 時間長く働くことの費用対効果を考慮する必要 

  cf.Shepard and Clifton(2000)の試算：時間外労働 10%の増加は、限界生産性を 2-4%低下させる（製造業を対象とした検証） 

   ILO の報告書（Golden[2012]）：「製造業においては、労働時間の長時間化は必ずしも生産性の増加につながらない。その他の産業にお

いても、労働時間の短いセクターほど時間当たりの生産性が高いという相関が観察される」と報告（Holman 他[2008]、Cette 他[2011]）。 

 

時間当たりの労働生産性の時系列推移 

 

備考）アメリカを 100 とした場合 

出所）OECD database を元に作成。2010 年の PPP でドル換算したもの。 
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出所：Pencavel(2014)の Figure 5 

データ：イギリスの軍需工場（1930 年代）の個票データ 
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5. 労働時間と健康 

●長時間労働は健康に悪影響か？ 

 →心血管疾患の発症リスク（e.g. Conway ほか[2016]：米国人の追跡調査（PSID）を利用、週 46 時間以上の長時間労働を 10 年以上続けた人

は心血管疾患の発症リスクが統計的に有意に高くなる。Bannai and Tamakoshi [2014] のサーベイも参照） 

→精神疾患の発症リスク（Virtanen ほか [2011, 2012]：英国公務員の追跡調査、一日 11 時間以上あるいは週当たり 55 時間以上の長時間労

働は、5，6 年後の大うつ病発症リスクを高める） 

 →ホワイトカラー正社員を対象とした日本人の追跡調査。個々人の「メンタルのタフさ」の違いや、仕事の性質を統御しても（Karasek[1979]

の仕事の要求度コントロールモデル）、週 50 時間以上の長時間労働はメンタルヘルスを顕著に悪化させる（Kuroda and Yamamoto[2016]） 

●長時間労働と生産性との関係（※長時間労働はなぜ限界生産性を低下させるのか） 

 →ノルウェーの看護師を対象、勤務間の間隔が 11 時間未満：不眠や強い眠気、過労を訴える労働者が増加（Eldevik ほか[2013]） 

 →約 400 社の追跡調査：MH 休職者が増加した企業群は、増加しなかった企業群に比べて利益率が低い（健康経営の重要性を示唆） 

週当たり 35-40 時間労働者とのメンタルヘルスの比較 

 
出所：Kuroda and Yamamoto (2016) 備考：図は、論文内の推計結果を元に作成。薄い棒は、統計的な

有意差がないことを示している。データ：経済産業省経済産業研究所『人的資本形成とワークライフ

バランスに関する企業・労働者調査』の個票データ 
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出所：山本・黒田(2014) 第 10 章の図 10-8 

データ：経済産業省経済産業研究所『人的資本形成とワークライフバランスに関する企業・労働者調査』

の個票データ 



6. 長時間労働の是正について 

●市場の失敗：市場の力では効率的な資源配分が実現できないこと 

 →市場の失敗を引き起こす原因の一つ：外部性（個々人や個別企業の最適行動が、第 3 者の厚生に影響を及ぼすこと） 

→職場レベル、企業レベルの取り組み、労使交渉はもちろん必要：意識改革や業務の見直し、ジョブディスクリプションの必要性等 

→ただし、市場の失敗はマクロレベルのコーディネーションがない限り、是正することは難しい 

個々人「無駄な長時間労働を是正したい」、個別企業「WLB 重要課題」➡競争下では「過当競争」「過剰なおもてなし」になりやすい 

●市場の失敗を政策で是正する際には：それが効率性を上げるのかという視点が必要 

・マクロレベルのコーディネーションにより上限（キャップ）をはめる 

 →非効率な長時間労働の是正は、総生産量には影響を与えないはず。 

 →長時間労働が不可能だった人々の労働市場参加が可能となることにより、効率性が増加 

・雇用保護のための「糊しろ」がなくなることにより、失業という資源配分の歪みが発生することを通じて、効率性が低下するのでは？ 

 →糊しろによる残業時間は週当たり 1 時間程度（試算値）。雇用調整助成金、労働時間貯蓄制度等の併用といった工夫により、長時間労働

の是正と雇用保護は同時に実現が可能 

・長時間労働の是正は、育成時間（将来への投資）の削減を通じて、将来的に効率性を損なうのでは？ 

 →労働時間の上限規制により、技能の蓄積が少なくなるかどうかは必ずしもコンセンサスが得られていない。 

例）2003 年の医師研修施設の認定にかかわる ACGME（Accreditation Council for Graduate Medical Education）が 2003 年より、米国の研修

医（resident）の労働時間を週 80 時間以内にするよう要請。Durkin ほか（2006）：技能を測るスコアは労働時間削減により上昇、経験

数は変化なし。Connors ほか(2009)：研修医の外科手術の経験数の低下、Froelich(2009)：整形外科医の技能は変化なしと報告 

 →一般スキル（ポータブルな技能）の形成 vs  OJT によって育成する「企業特殊スキル」の形成 

・超長時間労働について：商慣行などを考慮して、例外を設ける必要があるのでは？ 

 →『トラック輸送状況の実態調査結果』（厚労省＆国交省調査、2016 年）：契約にない業務による時間外労働、契約にない業務が料金に含

まれないという実態（長時間労働、低賃金➡人手不足➡既存の労働者の負担の増加） 

→他人の命に直接携わる職業（自動車運転手、医師、看護師、介護士、保育士など）ほど、労働安全を検討する必要はないか 

●労働安全衛生法上の対策は、労働者の意思を尊重するもの。健康確保には限界？ 

●最終的には、細かい決定（fine-tuning）は労使で行うことがベスト。ただし、まずは労働者の健康確保、最低限守るべき大枠のルールを徹

底して、その下で労使交渉が可能となるような土壌を整備する（36 協定を結ぶシステム自体も検討する）必要はないか 

●上限規制「労働時間のカルテル」 

 →カルテルは簡単に崩れやすい。罰則規定など 
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